
論点 論点の小項目

（１）孤立集落対策 ①孤立集落における情報確認、伝達
手段の確保

②孤立集落における平時の備え

③土砂災害への対応

（２）発災時の情報共  
有と連携

①被災市町村の地震対応

②被災市町村との情報共有と支援

（３）情報発信、広報

（４）避難生活対策 ①物資調達、供給対策

②避難者のプライバシー、高齢者対策、  
乳幼児対策、健康管理等対策

（６）長期避難生活後のコミュニティ再建

（６）産業の再建

（７）ボランティア活動への支援

（  ８  ）震災廃棄物対策

第１回専門調査会提示資料への委員意見

第1回専門調査会の委員意見を踏まえた論点素案の再整理
論点素案（第1回専門調査会） 論点素案（修正案） （  が、前回の論点素案からの修正点）網掛け
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○民間企業の活用：ロジスティクス／土木／住民サービス

論点 論点の小項目

（１）孤立集落対策 ①孤立集落における情報確認、伝達
手段の確保

②孤立集落における平時の備え

③土砂災害への対応

（２）発災時の円滑な  
対応

①被災市町村の地震対応

②国、都道府県、市町村の連携・支援

③震災廃棄物対策

（３）民間企業、ボランティア団体の役割と連携

（４）情報発信、広報

（５）避難生活対策 ①物資調達、供給対策

②避難者のプライバシー、高齢者対策、
乳幼児対策、健康管理等対策

（６）長期避難生活後のコミュニティ再建

（７）産業の再建

（８）ライフライン、インフラの早期復旧

○中小企業BCP

○復旧・復興の基本方針の重要性
○効率的な復興投資のあり方
○都市計画区域外における開発制度
○自宅内仮設住宅、小規模分散型避難等
○復興基金の利用のあり方
○平時からのコミュニティづくり
○地域と一緒に進める復興の必要性

○行政と民間企業との役割分担
○ボランティア連携、受入れ方策

○障害者・高齢者の避難生活支援
○避難所生活の健康管理について
○避難所の高齢者に対する健康管理シート調査等、他県から  
の援護に対する基本的な調査、対応の規範

○女性の視点や介助者・高齢者等の多様なニーズへの配慮
○震災関連死について、過去の災害時における定義、弔慰金  
の認定検討

○避難時の治安維持

○被災市町村が行う運送物データの構築

○住民に災害用語や被災に係る手続き等を周知

○国・県・市町村間の役割分担
○市町村の被害情報共有システム
○広域応援
○国の現地対策本部の仕組み

◎「（７）ボランティア活動への支援」に民間企業との連携も追加し再構成◎「（７）ボランティア活動への支援」に民間企業との連携も追加し再構成

◎被災市町村が中心となり、国、都道府県及び民間企業と連携した対応が必要と
なるため、「（２）発災時の円滑な対応」の中に③震災廃棄物対策として位置づけ

◎被災市町村が中心となり、国、都道府県及び民間企業と連携した対応が必要と
なるため、「（２）発災時の円滑な対応」の中に③震災廃棄物対策として位置づけ

◎「（２）②被災市町村との情報共有と支援」を、発災時の対応全体に変更◎「（２）②被災市町村との情報共有と支援」を、発災時の対応全体に変更

◎委員意見を受けて、新規に「（８）ライフライン、インフラの早期復旧」を位置づけ◎委員意見を受けて、新規に「（８）ライフライン、インフラの早期復旧」を位置づけ

○インフラの耐震化
○インフラの災害復旧
○離島の港湾確保
○地方鉄道、バス事業のリスク管理
○市町村道の復旧事業の進め方

○復旧・復興のために発災後いち早く取り組むべき課題


	スライド番号 1

